
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

● 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

なし

来年度以降の方
向性

現在、試行実施としているオンライン支援を本格実施とできるよう、支援員の増員が確保できるよう予算確保に努める。

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

成果指標については目標を達成した。教育支援センターやそのサテライト、オンラインにる支援を充実させる
ことで、子どもの状況に応じた学びの機会の確保に努める。

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

57 57 60

↓

アウトカム
成果指標1

学校内外で教師以外からの相談・支援を受けている割合を高く という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

10 10 10

人工

指標

アウトプット
活動指標1

サテライトを含めた教育支援センター設置区数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

2 人工

令和7年度予算額 22,000 千円 うち特定財源 667 千円 正規職員業務量 2

正規職員業務量 2 人工

令和6年度決算額 13,739 千円 うち特定財源 59 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0 人工

令和6年度予算額 19,000 千円 うち特定財源 667 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

・自宅から外に出ることが難しい児童生徒の学びの機会を確保できるよう、支援員の確保等に努め、教育支援センターオンライ
ンコースの本格実施につなげたい。

他都市の状況

政令指定都市では、近年、メタバースやＧｏｏｇｌｅ　ｍｅｅｔ等を活用したオンラインによる不登校支援を実施している都市が増加し
ている。特に、さいたま市や仙台市などは学習支援やコミュニケーション支援など、先進的な取組を取り入れている。

市民参加の実施

令和5年度決算額 0 千円 うち特定財源 0

施策名 支援や配慮が必要となる子どもや家庭が、困難な状況に応じた適切

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

不登校児童生徒数は、全国的に増加を続けており、本市でも令和５年度の不登校児童生徒数は過去最多の５，７１５人となり、
５年前の約２倍である。不登校対策については、新たな不登校を生まないための未然防止の取組と併せ、子どもの状況に応じ
た支援の場や内容が選択できるよう整備する必要がある。
また、子どもの状況に応じて必要な支援が異なることから、校内・校外・対面・オンラインなど、多様な学びの場を整備をしてき
た。
今後は、既存の支援の更なる充実を図りながら、より多くの子どもの学びの機会を確保したい。

事業内容
（何を実施し）

①学びの場や仮想空間（メタバース）による教育支援センターの検討
・自宅から外に出ることが難しい児童生徒を対象にメタバースを活用したオンライン支援を週３日試行実施した。不登校児童生
徒が、自学自習や交流活動、交流イベントなどを通して、他者と関わる機会をもつ機会となった。
②教育支援センターサテライトの開設
・既存の教育支援センターが自宅から遠く、通所することが難しい不登校児童生徒もいることから、未設置である４区において、
各区週２日サテライトによる支援を実施した。
③不登校児童生徒へのＩＣＴを活用した学習支援や体験プログラムを実施し、社会的自立に向けた支援の充実を図るため、オ
ンライン支援の検討
・ＩＣＴを活用した双方向の授業形式による学習支援の在り方を検討し、教育支援センターやオンラインコースに通所する児童生
徒を対象に試行実施を行った。

事業名 不登校児童生徒のための新たな学びの場整備費

評価担当課 所   属 教）学校教育部　教育推進課 電話番号 011-671-3210

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 70253


